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はじめに

情報化や規制緩和など社会が大きく変化する中で、子どもたちの興味・関心、能力・

適性、進路希望等は益々多様化してきています。さらに、中学校卒業者数の急激な減少

は多くの小規模校を生み出すこととなりました。

このような状況の中、現実の社会を目前にした高校生が多くの友人と出会い互いに切

磋琢磨できることや、十分な教員を配置して高校としての専門性を高めること、多くの

部活動の中から選択できること、さらには、これまで本県にはなかった新しいタイプの

学校を設置・導入することなどにより、高校教育にふさわしい充実した教育環境を整備

することが重要です。こうした観点から平成１７年３月に策定した「高校改革推進計画」

の「再編整備指針」に基づき、現在、平成２１年度までの「前期再編整備計画」を着実

に推進しているところです。

平成２２年度から２６年度までの「後期再編整備計画」につきましても、引き続き同

様の考え方を基本に据え、前期再編整備計画の成果・課題、進捗状況等を検証するとと

もに「再編整備指針」に基づいて策定することとしています。

そのため、平成１９年１０月、県内のＰＴＡ関係者、学校教育関係者、学識経験者、

産業経済関係者等の代表者からなる高等学校再編整備懇話会を開催して、これまでの「高

校改革推進計画」の取組状況について説明・検証するとともに、広くご意見をお伺いし

たところです。ご意見をお伺いする中で後期再編整備計画に対する教育委員会としての

一定の方向性を示してほしいとの意見があり、平成２０年１月、後期再編整備計画の策

定に向けた検討素案を示しました。その後、県内各地域での懇話会や説明会を重ね、そ

れぞれの地域における再編整備の在り方について説明するとともに、ご意見・要望をお

聞きしてまいりました。

教育委員会としてはこれまでの様々なご意見や要望書等を総合的に勘案しながら審議

を重ね、再編対象校、校地、学科、学級数、統合方法等について示すなど、より具体的

な「中間まとめ」として整理しました。

今後は、この「中間まとめ」についてパブリックコメント、地域別懇話会等により、

広く県民からのご意見等をお聞きし、遅くとも秋頃までのなるべく早い時期に「後期再

編整備計画」を決定したいと考えています。
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１ 後期再編整備計画期間

平成２２年度から２６年度

２ 基本的な考え方

高校改革推進計画（平成１７年３月２９日策定）の「再編整備指針」に基づき、地域

の実情や学校を取り巻く状況等を総合的に勘案しながら計画を策定する。

再編整備指針

今後の中学校卒業予定者数の推移、学校数、普通科・専門学科・総合

学科の配置等を勘案し、さまざまな生徒の学習ニーズに応じた新しいタ

イプの学校を設置するとともに、子どもたちが社会の変化に十分対応で

きるよう教育環境の整備を図る。

また、教育の機会均等という原点に立ち返り「子どもたちにとって、

真に望ましい学校」という視点に立って進める。

（１）県全体の適正な学校配置を勘案しながら、現在の各通学区域（６通

学区域 )内に、普通科高校と専門高校等、選択可能な学校を複数配置

するとともに、さまざまな生徒の学習ニーズに対応するため、総合選

択制高校や中高一貫教育校・独立単位制高校等の新しいタイプの学校

の設置・導入に努める。

（２）現在の各通学区域（６通学区域）内の学校・学科の発展的統合等に

より１学年６～８学級の適正規模化を図る。ただし、生徒や地域の実

情及び学校・学科の設置状況等により、１学年４～５学級ができるこ

とも止むを得ない。

（３）再編整備は、生徒数の減少傾向の下げ止まりが予想される平成２６

年度までを見据え、県全体の適正な学校配置を勘案しながら原則とし

て生徒減少が著しい地域から順次取り組むこととする。

当面は、平成２１年度までの再編整備計画を策定することとし、以

降については、再編整備の進捗状況や成果、学校教育を取り巻く状況

等を踏まえながら推進することとする。
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３ 地域ごとの再編整備計画

（要約）

地域 再編内容

中津・宇佐 ○安心院高校は存続する。（連携型中高一貫教育の継続）

○山香農業高校と日出暘谷高校を統合する。 ［校地：日出暘谷高校］

・農業系学科・工業系学科と総合学科による総合選択制高校とする。

別杵・速見 ５学級程度（農業系学科１学級・工業系学科１学級・総合学科３学

級程度）

・山香農業高校の農場や宿泊施設等は、新設校及び農業系学科を設置す

る高校の施設として活用するとともに、県内の児童・生徒及び教職員

等の実習の場、研修の場、体験の場としての新たな活用を図り、農業

を通じて広く人材育成を推進する。

○別府青山高校と別府羽室台高校を統合する。 ［校地：別府青山高校］

・普通科と外国語科による単位制高校とする。

６学級程度（普通科５学級・外国語科１学級程度）

・外国語科を中心として、立命館アジア太平洋大学（ＡＰＵ）との連携

をより一層強めるため高大連携を推進する協議会を設置し、生徒のニ

ーズに対応した特色ある学校づくりをすすめる。

○由布高校は、市民からの支援・協力体制を前提に連携型中高一貫教育を導

入することにより、今後１学年４学級以上の学校として地域の生徒が確保

大分・由布 できることの可能性について検討する。

・連携型中高一貫教育の導入にあたっては、市民の理解と協力体制が不

可欠であり、地元中学校から由布高校への進学者が確実に増えること

が見極められることが必要である。

○芸術緑丘高校は存続する。

○大分東高校の国際コミュニケーション科を廃止し、農業系学科を設置する。

・普通科と農業系学科による総合選択制高校とする。

６学級程度（普通科４学級・農業系学科２学級程度）

・農業系学科は、進学や新しいタイプの都市型農業を目指し、現山香農

業高校の農場や宿泊施設等の有効活用も図る。
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地域 再編内容

○野津高校を廃止し、大分南高校に福祉系学科を設置する。

・普通科と福祉系学科とする。

８学級程度（普通科６学級・福祉系学科２学級程度）

臼 津 ・福祉系学科は、介護福祉士国家試験の受験資格が取得できる学科とす

る。

○臼杵商業高校、海洋科学高校、津久見高校を統合する。［校地：津久見高校］

海洋科学高校は現在地で、その分校とする。

・本校は、普通科・工業系学科・商業系学科による総合選択制高校とす

る。

６学級程度（普通科２学級・工業系学科２学級・商業系学科２学級

程度）

・分校は、水産系学科１学級とする。

佐 伯 ○佐伯豊南高校と佐伯鶴岡高校を統合する。 ［校地：佐伯鶴岡高校］

・農業系学科・工業系学科・福祉系学科と総合学科による総合選択制高

校とする。

６学級程度（農業系学科１学級・工業系学科１学級・福祉系学科１

学級・総合学科３学級程度）

・福祉系学科は、介護福祉士の国家試験受験資格が取得できる学科とす

る。

日田・玖珠 ○玖珠農業高校と森高校を統合する。 ［校地：玖珠農業高校］

・普通科と農業系学科による総合選択制高校とする。

５学級程度（普通科４学級・農業系学科１学級程度）

○日田林工高校については、地域産業や誘致企業等に対応した学科改編を行

う。

（※）統合方法については、開校初年度から年次ごとに段階的に統合する方法を基本とする。

（Ｐ１６参照）
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中津・宇佐地域

○安心院高校は存続する。（連携型中高一貫教育の継続）

【理由】

（１）連携型中高一貫教育校としての実績があがっている。

連携先の地元中学校卒業者の約８７％が進学しており、地元から支持されている。

連携先中学校：安心院中学校、院内中学校

（平成１９年４月に安心院、津房、深見中学校が統合して安心院中学校）

H13.3卒 H14.3卒 H15.3卒 H16.3卒 H17.3卒 H18.3卒 H19.3卒 H20.3卒

安心院高校への進学者数（人） １０７ １１７ １１２ １０５ １１８ １０１ １０９ ９４

連携先中学校卒業者数（人） １３０ １４５ １３９ １３２ １３６ １１６ １２５ １０７

進学率（％） 82.3 80.7 80.6 79.5 86.8 87.1 87.2 87.9

（２）交通の便が悪く、他校と統合した場合、多くの生徒が遠距離通学となる。

①安心院中心部から宇佐高校までの１ヶ月バス通学定期代は24,300円。

②分校として存続している中津南高校耶馬溪校よりも通学に費用がかかる。

（耶馬溪校から中津駅までの１ヶ月バス通学定期代23,820円）。

＜参考＞

＜参考＞安心院高校の進路状況（延べ人数）

進学（合格者数）

４年制大学 短 大
専修学校

就職 公務員

国公立 私立 計 国公立 私立 計

Ｈ２０．３卒 109(115) 28(29) 35 63(64) 5 7 12 32 31 4

Ｈ１９．３卒 88 (88) 21(21) 28 49(49) 4 7 11 28 30 13

Ｈ１８．３卒 94 (94) 16(16) 36 52(52) 0 8 8 34 24 4

Ｈ１７．３卒 112(117) 23(28) 37 60(65) 6 8 14 38 27 4

Ｈ１６．３卒 77 (79) 17(19) 19 36(38) 1 14 15 26 41 2

（ ）過年度生を含めた数

安 心 院 ・ 院 内 地 区 の 中 学 校 卒 業 予 測 （ 人 ）

1 1 6

1 2 5

1 0 7
1 1 1

1 1 5

9 7 9 9
1 0 4

9 1

8 5

7 0

8 0

9 0

1 0 0

1 1 0

1 2 0

1 3 0

平 1 8 .3 卒 平 1 9 .3 卒 平 2 0 .3 卒 平 2 1 .3 卒 平 2 2 .3 卒 平 2 3 .3 卒 平 2 4 .3 卒 平 2 5 .3 卒 平 2 6 .3 卒 平 2 7 .3 卒
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別杵・速見地域

○山香農業高校と日出暘谷高校を統合する。 ［校地：日出暘谷高校］

・農業系学科・工業系学科と総合学科による総合選択制高校とする。

５学級程度（農業系学科１学級・工業系学科１学級・総合学科３学級程度）

・山香農業高校の農場や宿泊施設等は、新設校及び農業系学科を設置する高校の施設とし

て活用するとともに、県内の児童・生徒及び教職員等の実習の場、研修の場、体験の場

としての新たな活用を図り、農業を通じて広く人材育成を推進する。

【理由】

（１）山香農業高校は１学年２学級の小規模校であり、また地元中学校からの進学者が少ない。

（※）地元中学校を山香中、北部中、上中とする。

H16.3卒 H17.3卒 H18.3卒 H19.3卒 H20.3卒

山香農高への進学者数（人）① ８ １３ １０ ５ ８

地元中学卒業者数（人）② ８５ ７６ ７５ ８１ ６５

①÷②（％） 9.4 17.1 13.3 6.2 12.3

入試欠員数 ０ ０ ０ ９ ０

山香農業高校出身中学校別生徒数（人） 第１学年８１人 （平成２０年度）

学校名 生徒数（人） 日出・杵築以外 生徒数（人）

日出中 １２ 別府市 ２４

日出町 大神中 ３ 中津市 ４

（１５人） 南端中 ０ 豊後高田市 ４

山香中 ５ 宇佐市 ５

北部中 １ 大分市 ３

杵築市 上 中 ２ 日田市 １

（２４人） 杵築中 １０ 臼杵市 １

大田中 ２

宗近中 ４

（２）生徒・保護者の進路希望状況や高校入試状況によると、山香農業高校を１学年４学級以上の単

独校として存続することは難しい。

（３）山香農業高校と日出暘谷高校が発展的に統合して総合選択制高校となることにより、農業だけ

でなく他学科についても学習できるなど、幅広い知識や技術を持った人材を育成することができ

る。

工業系学科については、これまでの総合学科の系列から学科としての位置付けとする。

（４）山香農業高校の農場、宿泊施設等については、県教育委員会と知事部局等が連携し、日出暘谷

高校の校地に新設する高校や大分東高校に設置する農業科の実習の場として、また、県内の児童

・生徒及び教職員等の研修の場、体験の場としての新たな活用を図る。
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別杵・速見地域

○別府青山高校と別府羽室台高校を統合する。 ［校地：別府青山高校］

・普通科と外国語科による単位制高校とする。

６学級程度（普通科５学級・外国語科１学級程度）

・外国語科を中心として、立命館アジア太平洋大学（ＡＰＵ）との連携をより一層強める

ため高大連携を推進する協議会を設置し、生徒のニーズに対応した特色ある学校づくり

をすすめる。

【理由】

（１）別府市内の中学校卒業者数は、平成１８年から平成２６年で約８０人（２学級分）減少する。

〔 別府市内の公立高校（平成２０年度 第１学年学級数） 〕

別府鶴見丘高校（６） 別府青山高校（４） 別府羽室台高校（４）

市立別府商業高校（４）

（２）別府青山高校は、平成１９年度から単位制を導入した。

別府羽室台高校は、文部科学省からスーパー・イングリッシュ・ランゲージ・ハイスクール（Ｓ

ＥＬＨｉ）の指定（Ｈ１７～１９）を受けた。

新設校は両校の成果を継承・発展した単位制高校とする。

別府市の中学校卒業予測（人）

1,031 1,034 1,039 1,039

1,075

999

1,029

1,000

948
963

850

900

950

1,000

1,050

1,100

平18.3卒 平19.3卒 平20.3卒 平21.3卒 平22.3卒 平23.3卒 平24.3卒 平25.3卒 平26.3卒 平27.3卒
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大分・由布地域

○由布高校は、市民からの支援・協力体制を前提に連携型中高一貫教育を導入することにより、

今後１学年４学級以上の学校として地域の生徒が確保できることの可能性について検討する。

・連携型中高一貫教育の導入にあたっては、市民の理解と協力体制が不可欠であり、地元

中学校から由布高校への進学者が確実に増えることが見極められることが必要である。

【理由】

（１）由布市、由布市議会、由布市教育委員会、由布市自治委員会等から「１市１校」の県立高校存

続という強い要望があり、また由布市長から具体的な提案があった。

具体的な提案内容

①由布市内の中学校と由布高校との連携型中高一貫教育を導入する。

②由布市が連携型中高一貫教育の導入に係る教職員の応分の負担をする。

③由布市が由布高校への通学に対してコミュニティバス（スクールバス）を運行する。

④由布市が由布高校生徒への奨学金の拡充を行う。

（２）由布市には毎年３００人を超える中学校卒業者が在り、今後も大きな変化はないことが予測さ

れ、連携型中高一貫教育を導入するための生徒数は充足している。

（３）由布市は交通の便が良く、大分市内の高校への進学が通常化しており、連携型中高一貫教育を

導入するためには魅力ある学校づくりと、特に地元からの強力な支援が不可欠である。

（４）連携型中高一貫教育を導入するための前提条件として、

①由布市からの市民に対する周知と理解、市民の協力体制が不可欠である。

②由布市内の中学校から由布高校への進学者が確実に増えることが見極められることが必要で

ある。

由布市の中学校卒業予測 （人 ）

3 3 9

3 7 4

3 1 5 3 1 2
3 0 6

3 2 8 3 2 9
3 2 3

3 4 5

3 2 3

2 5 0

2 7 0

2 9 0

3 1 0

3 3 0

3 5 0

3 7 0

3 9 0

平 1 8 .3卒 平 1 9 .3卒 平 2 0 .3卒 平 2 1 .3卒 平 2 2 .3卒 平 2 3 .3卒 平 2 4 .3卒 平 2 5 .3卒 平 2 6 .3卒 平 2 7 .3卒
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＜由布市の中学校卒業者３１６人の進路状況（平成２０年３月卒）＞

学 校 名 生徒数（人） 学 校 名 生徒数（人）

大分上野丘高校 ７ 大分西高校 １５

大分舞鶴高校 ６ 芸術緑丘高校 ３

大分雄城台高校 ３８ 大分鶴崎高校 １

大分南高校 １３ 鶴崎工業高校 ３

大分豊府高校 ２０ 情報科学高校 ２

大分工業高校 １４ 大分東高校 ０

大分商業高校 １２ 合 計 １４３

通学区等 生徒数（人） 学校名 生徒数（人）

第１通学区内の高校 ０ 特別支援学校 ０

第２通学区内の高校 ５ 大分工業高等専門学校 ８

第４通学区内の高校 ０ 私立高校 ６３

第５通学区内の高校 ０ 県外の高校 １

第６通学区内の高校 ２６ 就職等 １１

定時制・通信制高校 １ 合 計 １１５

学 校 名 生徒数（人） （※）由布市の中学校卒業者316人の内訳

由布高校 ５８ ・大分市内の県立高校143人(45.2%)

・大分市以外の高校等115人(36.4%)

・由布高校 58人(18.4%)

合計 316人

（※）由布市内の中学校：挾間中学校、庄内中学校、湯布院中学校
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大分・由布地域

○芸術緑丘高校は存続する。

【理由】

（１）これまでも大分県の情操教育の中核的な役割を果たしており、特色ある学校として広く県内外

から持続的なニーズがある。

（２）県立大学等公立大学法人化検討委員会報告書には、芸術文化短期大学と芸術緑丘高校との密接

な連携の必要性が示されている。附属高校ではないが、将来も含めて密接な連携を保つには、現

在の位置がよい。

①県立大学等公立大学法人化検討委員会報告書

「県立大学等の在り方と法人化について」

平成１７年１月 県立大学等公立大学法人化検討委員会（大分県）

【報告書：２ 芸術文化短期大学の将来の在り方】

「附属緑丘高校については、法人化された場合、附属関係は解消されることになるが、芸術

教育において一貫性は重要であり、学生の進学や教員の交流等の面で、密接な連携を保つ

必要がある。」

②芸術緑丘高校から芸術文化短期大学への合格者数（平成２０年３月卒）

１９名（音楽科１３名、美術科６名）

（３）芸術緑丘高校には広く県内から生徒が通学している。生徒の通学にとっては、ＪＲ大分駅に近

い現在の位置に学校があることがよい。

＜参考＞芸術緑丘高校出身中学校別生徒数（人） （平成２０年度）
中 学 校 名 １ 年 ２ 年 ３ 年 計 占 め る 比 率

碩 田 中 0 1 0 1 0 . 4 % 大 分 市
上 野 ヶ 丘 中 3 0 1 4 1 . 8 %
王 子 中 2 3 1 6 2 . 7 % 1 2 1 人
大 分 西 中 1 2 1 4 1 . 8 % 5 3 . 5 %
南 大 分 中 7 1 4 1 2 5 . 3 %
城 南 中 1 0 2 3 1 . 3 %
滝 尾 中 6 6 1 1 3 5 . 8 %
城 東 中 1 0 5 6 2 . 7 %
明 野 中 4 1 4 9 4 . 0 %
鶴 崎 中 1 2 1 4 1 . 8 %
大 東 中 1 4 1 6 2 . 7 %
東 陽 中 1 0 2 3 1 . 3 %
戸 次 中 1 2 2 5 2 . 2 %
稙 田 中 0 1 0 1 0 . 4 %
稙 田 東 中 3 1 2 6 2 . 7 %
稙 田 西 中 1 0 2 3 1 . 3 %
稙 田 南 中 1 5 3 9 4 . 0 %
判 田 中 0 1 0 1 0 . 4 %
賀 来 中 1 2 1 4 1 . 8 %
坂 ノ 市 中 3 2 3 8 3 . 5 %
大 在 中 2 2 4 8 3 . 5 %
分 大 附 属 中 0 1 2 3 1 . 3 %
野 津 原 中 0 1 0 1 0 . 4 %
県 立 （ 盲 ） 0 0 1 1 0 . 4 %

0 6 2 8 3 . 5 %
2 2 1 5 2 . 2 %
1 3 1 5 2 . 2 %
1 1 3 5 2 . 2 %
0 1 2 3 1 . 3 % 9 9 人
1 2 2 5 2 . 2 % 4 3 . 8 %
1 0 7 8 2 5 1 1 . 1 %
3 5 5 1 3 5 . 8 %
2 2 0 4 1 . 8 %
2 1 3 6 2 . 7 %
1 2 0 3 1 . 3 %
2 1 0 3 1 . 3 %
2 1 1 4 1 . 8 %
2 3 2 7 3 . 1 %
0 0 3 3 1 . 3 %
1 0 0 1 0 . 4 %
0 1 0 1 0 . 4 % 県 外
1 0 0 1 0 . 4 % 6 人
0 1 2 3 1 . 3 % 2 . 7 %
7 1 7 7 7 8 2 2 6

大
分
市

中 津 市
豊 後 高 田 市

大 分 市 以
外 県 内

宇 佐 市
国 東 市
杵 築 市
速 見 郡
別 府 市
由 布 市
臼 杵 市
津 久 見 市
佐 伯 市
豊 後 大 野 市
竹 田 市
日 田 市
玖 珠 郡
神 奈 川 県
広 島 県
福 岡 県
宮 崎 県

合 計
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●日田林工

●三重総合久住校

●三重総合

玖珠農業●

●宇佐産業科学

国東●

佐伯鶴岡●

●

山香農業

●山香農業高等学校

学科名 定員

農業経営科 ４０

生活科学科 ４０

合 計 ８０

●佐伯鶴岡高等学校

学科名 定員

食品流通科 ４０

施設園芸科 ４０

合 計 ８０

●国東高等学校

学科名 定員

園芸ビジネス科 ４０

●三重総合高等学校

学科名 定員

生物環境科 ４０

●宇佐産業科学高等学校

学科名 定員

グリーン環境科 ４０

●日田林工高等学校

学科名 定員

林業科 ４０

林産工学科 ４０

合 計 ８０

●玖珠農業高等学校

学科名 定員

生物生産科 ４０

食品化学科 ４０

合 計 ８０

●三重総合・久住校

学科名 定員

農業科 ４０

大分・由布地域

○大分東高校の国際コミュニケーション科を廃止し、農業系学科を設置する。

・普通科と農業系学科による総合選択制高校とする。

６学級程度（普通科４学級・農業系学科２学級程度）

・農業系学科は、進学や新しいタイプの都市型農業を目指し、現山香農業高校の農場や宿

泊施設等の有効活用も図る。

【理由】

（１）大分市に農業に関する学科を設置する。

①前期再編整備計画の考え方を踏まえ、農業に関する学科を県内にバランスよく配置する。

②進学や、新しいタイプの都市型農業を目指す農業系学科を新設する。

（学習内容例）

草花栽培、植物バイオ、食品製造、微生物バイオ、環境、セラピー等

③校内の施設で実験・実習するとともに、現山香農業高校の農場や宿泊施設等の有効活用を図

る。

平成２０年度 農業に関する学科が設置されている高等学校の配置状況（第１学年）

（２）大分市東部（大在、坂ノ市）地区の人口増加に対応する。

①大在、坂ノ市地区は人口が増えている。

②少子化の中で、この地区の生徒数は減少していない。

＜大在、坂ノ市の中学校在籍者数と人口推移（住民登録人口）＞ （人）

大在、坂ノ市の中学校在籍者数 大在 坂ノ市 大在、坂ノ市人口合計
昭和５１年 980 7,919 13,807 21,726
昭和６１年 1,384 9,422 14,841 24,263
平成 ８年 1,074 17,391 14,601 31,992
平成１８年 1,075 23,239 16,110 39,341
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臼津地域

○野津高校を廃止し、大分南高校に福祉系の学科を設置する。

・普通科と福祉系学科とする。

８学級程度（普通科６学級・福祉系学科２学級程度）

・福祉系学科は、介護福祉士国家試験の受験資格が取得できる学科とする。

【理由】

（１）野津高校は地元野津中学校からの進学者が少なく、今後も地元の生徒数が減少する。

また、年ごとに欠員数が増加している。

H16.3卒 H17.3卒 H18.3卒 H19.3卒 H20.3卒
野津高校への進学者数（人）① ５ ９ １６ １２ １３
地元中学卒業者数（人）② ８２ ８６ ８９ ７４ ８７
①÷②（％） 6.1 10.5 18.0 16.2 14.9
入試欠員数 ０ １２ １３ ２１ ２８

（２）これまでの中学校卒業者の進路状況及び生徒・保護者の進路希望等から、野津高校を１学年４

学級以上の高校として存続することは難しい。

（３）野津高校は、大分市、野津町、豊後大野市の中学校からの進学者が多い。

野津高校出身中学校別生徒数（人） 第１～３学年１７０人 （平成２０年度）

野津町 旧臼杵市 大分市 豊後大野市 佐伯市 津久見市 竹田市 その他

生徒数 ４１ ２０ ４４ ３３ １３ １０ ２ ７

（４）大分南高校は、大分市内の高校では野津町から近く、校地は広い。

＜参考＞

「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律」（平成１９年１２月５日公布）

介護福祉士の資質向上を図るため、下記のとおりに変更となった。

現 行 改正後
福祉系高校の養成課程（１，１９０時間）を 福祉系高校の養成課程（１，８００時間程度）

経た上で、国家試験を受験。 を経た上で、国家試験を受験。
【平成２１年度入学生から】

野 津 中 学 校 卒 業 予 測 （ 人 ）

8 9

7 4

8 7

6 5

7 8

6 0

6 7

5 9

7 3

6 0

5 0

5 5

6 0

6 5

7 0

7 5

8 0

8 5

9 0

9 5

平 1 8 .3 卒 平 1 9 .3 卒 平 2 0 .3 卒 平 2 1 .3 卒 平 2 2 .3 卒 平 2 3 .3 卒 平 2 4 .3 卒 平 2 5 .3 卒 平 2 6 .3 卒 平 2 7 .3 卒
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臼津地域

○臼杵商業高校、海洋科学高校、津久見高校を統合する。 ［校地：津久見高校］

海洋科学高校は現在地で、その分校とする。

・本校は、普通科・工業系学科・商業系学科による総合選択制高校とする。

６学級程度（普通科２学級・工業系学科２学級・商業系学科２学級程度）

・分校は、水産系学科１学級とする。

【理由】

（１）臼津地域は、小規模校が多い。

〔 臼津地域の公立高校（平成２０年度 第１学年学級数） 〕

臼杵高校（５） 臼杵商業高校（２） 海洋科学高校（２）

野津高校（２） 津久見高校（４）

（２）臼杵商業高校はこれまでの高校入試状況や今後の中学校卒業者数の推移を勘案すると、１学年

４学級以上の学校として存続することは難しい。

年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度
入学定員 ８０ ８０ ８０ ８０ ８０
一次終了時の欠員数 ８ ６ １４ ８ ０
最終的な欠員数 ３ ４ ０ ２ ０

（３）海洋科学高校は入学者選抜において欠員が多く、１学年２学級としての存続は難しい。

年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度
入学定員 ８０ ８０ ８０ ８０ ８０
一次終了時の欠員数 １５ ５ １６ ２６ ４０
最終的な欠員数 １１ ０ １２ １６ ２９

（４）臼津地域において、臼杵市には普通科単独の臼杵高校、津久見市には普通科と専門学科を併置

した新設校を設置する。

（５）津久見高校は校地が広く、施設等を有効活用できる。

（６）水産業に関する学科は本県唯一の学科であり、水産業を担う人材を育成するためには、学科の

存続が必要であることから、海洋科学高校は現在地で、新設校の分校とする。

臼 津 地 域 の 中 学 校 卒 業 予 測 （ 人 ）

6 0 1

5 8 2 5 8 8

5 0 9

6 0 8

5 1 7
5 2 6 5 2 5

5 5 2

5 1 5

4 4 0

4 6 0

4 8 0

5 0 0

5 2 0

5 4 0

5 6 0

5 8 0

6 0 0

6 2 0

平 1 8 .3 卒 平 1 9 .3 卒 平 2 0 .3 卒 平 2 1 .3 卒 平 2 2 .3 卒 平 2 3 .3 卒 平 2 4 .3 卒 平 2 5 .3 卒 平 2 6 .3 卒 平 2 7 .3 卒
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佐伯地域

○佐伯豊南高校と佐伯鶴岡高校を統合する。 ［校地：佐伯鶴岡高校］

・農業系学科・工業系学科・福祉系学科と総合学科による総合選択制高校とする。

６学級程度（農業系学科１学級・工業系学科１学級・福祉系学科１学級・総合学科３

学級程度）

・福祉系学科は、介護福祉士国家試験の受験資格が取得できる学科とする。

【理由】

（１）佐伯市には普通科の佐伯鶴城高校と、専門学科と総合学科を併置した新設校を設置する。

佐伯市内の中学校卒業者数は今後も減少を続け、平成２７年３月には６３５人となり、前期再

編整備が始まった平成１８年３月より１６０人（４学級分）減少することから、２校の県立高校

とする。

（２）地域ニーズに対応した福祉系学科を新たに設置する。

（３）佐伯鶴岡高校は校地が広く、農業・工業施設等を有効活用できる。

佐伯市内の中学校卒業予測（人）

795

738

768
754 760

720

645

730

689

635

550

600

650

700

750

800

850

平18.3卒 平19.3卒 平20.3卒 平21.3卒 平22.3卒 平23.3卒 平24.3卒 平25.3卒 平26.3卒 平27.3卒
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日田・玖珠地域

○玖珠農業高校と森高校を統合する。 ［校地：玖珠農業高校］

・普通科と農業系学科による総合選択制高校とする。

５学級程度（普通科４学級・農業系学科１学級程度）

【理由】

（１）玖珠郡の中学校卒業者数は今後も減少を続け、平成２７年３月には２４４人となり、前期再編

整備が始まった平成１８年３月より６５人減少する。

（２）生徒・保護者の進路希望状況や高校入試状況によると、玖珠農業高校を１学年４学級以上の単

独校として存続することは難しい。

（３）玖珠農業高校の農業施設等を有効活用した新設校を設置する。

玖珠郡内の中学校卒業予測（人）

309 305

277

317

299 304

282 277

222

244

200

220

240

260

280

300

320

340

平18.3卒 平19.3卒 平20.3卒 平21.3卒 平22.3卒 平23.3卒 平24.3卒 平25.3卒 平26.3卒 平27.3卒
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日田・玖珠地域

○日田林工高校については、地域産業や誘致企業等に対応した学科改編を行う。

【理由】

（１）日田市内の中学校卒業者数は今後も減少を続け、平成２７年３月には６４３人となり、前期再

編整備が始まった平成１８年３月より１７３人減少する。

（２）日田林工高校は１学科１学級となっており、今後も生徒数が減少することから学科の見直しが

必要となる。

日田林工高校の設置学科及び学級数・定員（平成２０年度 第１学年）

学校名 学 科 名 学級数 定 員

農 業 科
林 業 １ ４０

林産工学 １ ４０

機 械 １ ４０

日田林工高校
工 業 科

電 気 １ ４０

建 築 １ ４０

土 木 １ ４０

合 計 ６ ２４０

日田高校、日田三隈高校の設置学科及び学級数・定員（平成２０年度 第１学年）

学校名 学科名 学級数 定 員

日 田 高 校 普 通 科 ７ ２８０

日田三隈高校 総合学科 ４ １６０

（３）日田林工高校の学級減が見込まれることから、地域産業や誘致企業等のニーズを踏まえた地域

人材の育成を図るため、林業や機械、電気を中心とした学科改編を行う。

日田市内の中学校卒業予測（人）

816

785
798

743
755

726

751

690
707

643

600

650

700

750

800

850

平18.3卒 平19.3卒 平20.3卒 平21.3卒 平22.3卒 平23.3卒 平24.3卒 平25.3卒 平26.3卒 平27.3卒
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A高校 Ｂ高校
［開校前年度］ ３　年 ３　年

２　年 新設高校 ２　年
１　年 開校準備室 １　年

［開校１年目］ ３　年 新高校へ ３　年 新高校へ ３　年
２　年 ２　年 ２　年
募集停止 １　年 募集停止

【開校年度にすべて統合する方法】

４ 統合方法

統合方法については、開校初年度から年次ごとに段階的に統合する下記の統合方法

を基本とする。

地域によっては、下記のように開校年度にすべて統合する方法も考えられる。

５ 統合（開校）年度等

統合（開校）年度等の設定については、予想される中学校卒業者数の推移、対象と

なる学校の実態、地域の実情、全県的なバランス等を総合的に勘案して決定する。

Ａ高校 Ｂ高校
［開校前年度］ ３　年 ３　年

２　年 新設高校 ２　年
１　年 開校準備室 １　年

［開校１年目］ ３　年 ３　年
２　年 新設高校 ２　年
募集停止 １　年 募集停止

［開校２年目］ ３　年 新設高校 ３　年
２　年
１　年

新設高校
［完成年度］ ３　年

２　年
１　年

【基本とする統合方法】
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【参考資料】

○「高校改革」の経緯

○前期（平成１７～２１年度）再編整備計画の進捗状況

○平成２０年度全日制公立高等学校 学校規模別一覧

（第１学年学級数）
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「高校改革」の経緯

年 月 内 容

平成 ５年 ５月 大分県学校教育審議会答申
○「生徒減少期に対応する高等学校教育の在り方について」
・高等学校入学者選抜制度の改善
・学校・学科の規模・配置の適正化

平成１１年 ７月 大分県公立高等学校適正配置等懇話会報告
○「大分県立高等学校の学校規模の適正化及び学校・学科
の適正配置等の在り方について」
・学校規模適正化及び学校・学科の適正配置
～募集停止基準の設定、普通科、総合学科の配置等に
ついて提言～

・社会の変化等に対応した高等学校教育の在り方
～単位制高校の設置、中高一貫教育の導入、女子高等
学校の改編、新しい学科の設置検討が必要と提言～

平成１６年１２月 高等学校改革プラン検討委員会報告
○「今後の県立高等学校の在り方について」
・高等学校の再編整備、通学区域制度の見直し、高等学
校入学者選抜制度の改善
～再編整備指針、平成２１年度までの再編整備計画、
新しいタイプの学校、通学区域の拡大、教職員の意
識改革について提言～

平成１７年 ３月 高等学校改革プラン検討委員会報告を踏まえ、
「高校改革推進計画」策定
○１０年後（平成２６年度）の高等学校の在るべき姿を見
据え、「再編整備指針」に基づき当面２１年度までの前期
再編整備計画を示す
○高校改革に関する説明会等
（平成１９年１０月まで９５カ所 約１２，０００人）

「後期（平成２２～２６年度）再編整備計画」の策定に着手
平成１９年１０月 ○第１回高等学校再編整備懇話会

・前期再編整備計画の成果・課題の説明と後期再編整備
計画の基本的な考え方を示す

平成２０年 １月 ○第２回高等学校再編整備懇話会
・検討素案発表

１月～ ○地域別高校再編懇話会（６地域）、地域別説明会（各地）

４月 ○第３回高等学校再編整備懇話会
・地域別懇話会・説明会の報告
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高校改革推進計画

後期再編整備計画（中間まとめ）

［平成２２～２６年度］

～ 特色・魅力・活力ある学校づくりに向けて ～

大分県教育庁高校改革推進室

〒870-8503

大分市府内町３丁目１０番１号

電話(097)536-1111（内線5606）

FAX (097)506-1796

http://koukoukaikaku.oita-ed.jp/

e-mail a31240@ed.pref.oita.lg.jp


